
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

環 境

Ｊ Ｒ

12-079

ケニア共和国 

ナイロビ市廃棄物管理能力向上 

プロジェクト 

詳細計画策定調査報告書 

 

地球環境部 

独立行政法人国際協力機構 

 

（2012年） 

平成 24 年１月 



 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

ケニア共和国 

ナイロビ市廃棄物管理能力向上 

プロジェクト 

詳細計画策定調査報告書 

 

地球環境部 

独立行政法人国際協力機構 

 

（2012年） 

平成 24 年１月 



 

 

序     文 
 

ケニア共和国（以下、「ケニア」と記す）の首都であるナイロビ市の人口は、経済発展と都市化

の進行に伴い大幅に増加しています。人口増加に伴い、廃棄物の発生量も増えており、その質も

多様化している状況です。そのため適切な廃棄物の収集・運搬及び処理が追いつかず、現在排出

される廃棄物のうち約半分は収集されていますが、残りは市内の様々な場所に不法投棄されてい

ます。特に、低所得者居住地域での収集・運搬が不十であり、都市衛生上の大きな問題となって

います。また、最終処分場の管理も適切になされておらず、土壌汚染、悪臭などによって周囲の

衛生環境は劣悪です。 

 

こうした状況下、我が国は1996年から1998年にかけて開発調査「ナイロビ市廃棄物管理計画調

査」を実施し、収集・運搬、減量化・リサイクル、最終処分計画からなるマスタープラン策定を

支援するとともに、組織・法制度整備や民間活力導入など組織・財政面からの提言や廃棄物収集

運搬システムの改善に係る提言を行いました。当該プロジェクトの成果に基づき、ナイロビ市役

所は環境条例の制定等、一部の取り組みを実施しましたが、政治情勢の不安定化、結果としての

資金確保の問題等があったため、最終処分場建設や廃棄物収集・運搬の改善等に課題を残してい

ます。 

 

その後、国連環境計画がナイロビ川流域の環境改善を目的とした支援を一部実施しましたが、

結果として改めて廃棄物問題の重要性が再認識され、ケニア政府は上記マスタープランの改定に

係る支援を我が国に要請しました。これを受け、国際協力機構（JICA）は「ナイロビ市統合的廃

棄物管理計画に係る協力プログラム準備調査」を2009年から2010年にかけて実施し、マスタープ

ランの改定に係る支援を行いました。当該改定マスタープランにおいては、最終処分場の建設等

のハードの支援の重要性に加え、組織・財務・制度の改革を通じた廃棄物管理システムの改善を

提言し、これを受けてケニア政府は、ナイロビ市役所の廃棄物管理キャパシティ向上に係る技術

協力プロジェクトの要請を提出しました。 

 

要請を受け、JICAは詳細計画策定調査を行い、要請された内容を確認し、ケニア側関係者との

協議を通じ、本プロジェクトの必要性、妥当性を確認するとともに、協力内容、対象者等を含む

協力のフレームワークについて、関係者と協議を行いました。本報告書はその結果を取りまとめ

たものです。ここに本調査団の派遣に関し、ご協力いただいた日本・ケニア両国の関係各位に対

し、深甚の謝意を表するとともに、あわせて今後のご支援をお願いする次第です。 

 

平成24年1月 

独立行政法人国際協力機構 

地球環境部長 江島 真也 
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写     真 
 

  

ダンドーラ処分場に運搬される収集ごみ。ごみ降ろ

し作業の脇でウェストピッカーが有価物等を回収し

ており、全体の作業効率が落ちている。 

 ダンドーラ処分場の廃棄物から煙があがっている様

子。これらの煙と風で舞い上がるごみのため、付近

の衛生環境には悪影響が生じている。 

 

  

ナイロビ市内で違法に廃棄されたごみを回収するた

めに、市から委託を受けた業者が手作業でごみを回

収する。 

 小学校の脇に違法にごみが持ち込まれ、ダンプサイ

ト化したもの。右手のリアカー等で持ち込まれ累積

した。 

         



 

 

略 語 一 覧 
 

略 語 正式名 日本語 

AFD L'Agence Française de Développement フランス開発庁 

CBOs Community Based Organizations 地域市民組織 

CCN City Council of Nairobi ナイロビ市役所 

C/P Counterpart カウンターパート 

DOE Department of Environment 環境局 

EIA Environmental Impact Assessment 環境影響評価 

F/S Feasibility Study フィージビリティ調査 

GIS Geographical Information System 地理情報システム 

GIZ 
Deutsche Gesellschaft für Internationale 

Zusammenarbeit 
ドイツ国際協力公社 

IC/R Inception Report インセプションレポート 

JICA Japan International Cooperation Agency 国際協力機構 

MM Man Month 人月 

M/D Minutes of Discussion ミニッツ 

MOU Memorandum of Understanding 覚書 

M/P Master Plan マスタープラン 

NEMA National Environmental Management Authority 国家環境管理公社 

PDM Project Design Matrix 
プロジェクト・デザイン・マ

トリクス 

PO Plan of Operation 活動計画 

PPP Public Private Partnership 官民パートナーシップ 

PPPP Public-Private-People Partnership  

R/D Record of Discussion  討議議事録 

UNDP United Nations Development Programme 国連開発計画 

UNEP United Nations Environment Programme 国連環境計画 

UNHABITAT United Nations Human Settlements Programme 国連人間居住計画 
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事業事前評価表 
 

１．案件名 

国 名：ケニア共和国 

案件名：和名 ナイロビ市廃棄物管理能力向上プロジェクト 

英名 The Project for Capacity Development of Solid Waste Management of Nairobi City 

 

２．事業の背景と必要性 

（１）当該国における廃棄物セクターの現状と課題 

ケニア共和国（以下、「ケニア」という。）の首都であるナイロビ市の人口は2009年の304万

人から、2030年には594万人まで増加が見込まれ、それに伴い廃棄物の1日当たりの発生量が

1,848トン（2009年）から3,990トン（2030年）まで増加することが見込まれている。現在、廃

棄物の約半分は、ダンドーラ最終処分場まで収集・運搬されているが、残りは市内の様々な

場所で不法投棄され、土壌汚染、悪臭などによってその周囲の衛生環境や景観に悪影響を及

ぼしている。 

現在廃棄物の収集方法は、1）ナイロビ市役所（City Council of Nairobi：CCN）が直営で収

集するもの、2）CCNから委託を受けた民間業者が収集するもの、3）ライセンスを持ってい

る民間業者が自由に消費者と契約して収集するもの、以上3つの形態が存在するが、これらが

適切にCCNによって管理されておらず、特に低所得者居住地域で収集・運搬が十分に出来て

いない状況である。また廃棄物収集にかかる料金も必ずしも適切な形で徴収されていない。 

以上の問題により、廃棄物が都市衛生上の大きな問題となっている。 

こうした状況に対し、JICAの支援により作成された廃棄物管理のマスタープランでは、廃

棄物収集・運搬を、民間収集業者との連携（具体的にはフランチャイズ制1の導入等）及びス

ラム地域で活動する地域市民組織（CBOs）との連携により改善することを提案している。加

えてこれらの活動の下支えとなる財務管理の改善に向けて、廃棄物特別会計を設置し、財務

透明性を高め改善することを提案している。 

これを受け、CCNは廃棄物特別会計導入を議会で承認した他、不法投棄された廃棄物を徐々

に回収する等の取組みを進めているが、十分に取組みが進んでいない状況である。 

 

（２）当該国における廃棄物セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

国家開発計画として2008年に発表された「Vision 2030」は、2030年までに、高い生活水準、

国際的な競争力及び経済的繁栄を達成することを上位目標とし「経済」、「社会」、「政治」を

重点分野の三本柱と定め、「経済成長率10％の維持」、「衛生的かつ安全な環境で人々が住め、

平等で、公正、結束力のある社会」、「法に従い、すべてのケニア国民の人権と自由を守る政

治の上に成り立つ民主政治のシステム」の実現をそれぞれの分野の目標としている。その中

で、持続可能な経済成長のために環境保全が重要視され、都市部における汚染対策及び廃棄

物管理体制の改善が必要とされている。特にナイロビ市の既存最終処分場の閉鎖、新規最終

                                                        
1 あるゾーンの中で特定の収集業者が独占してサービスを提供することができる制度。各家庭からの料金徴収は収集業者が行い、

自らの活動に使用することができる。ただしサービス提供のための費用は収集業者がまかなわねばならない。 
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処分場の建設及び廃棄物管理体制の確立は最優先事業として位置づけられ、ケニアの開発政

策に合致するものである。 

 

（３）廃棄物セクターに対する我が国及びJICAの援助方針と実績 

ケニアの事業展開計画では、「環境保全」を援助重点分野の一つとしており、「環境管理能

力向上」を開発課題として掲げている。その中の「環境管理能力向上プログラム」は、都市

化等による環境の劣化が深刻化する地域における環境管理能力の向上を目的としており本プ

ロジェクトは同プログラムに位置づけられている。JICAは、これまでにケニアの廃棄物処理

分野への支援として、「ナイロビ市廃棄物管理計画調査」（1998年）、「ナイロビ市統合的廃棄

物管理計画準備調査」（2010年）を通じて廃棄物処理に係るマスタープラン2の作成支援を実施

し、今後も廃棄物管理システム強化等の都市環境改善に貢献を行っていく方針である。 

 

（４）他の援助機関の対応 

ケニアの廃棄物セクターにおける主なドナーは、JICAの他、フランス開発庁（AFD）、国連

開発計画（UNDP）、国連環境計画（UNEP）、世銀であり、不法投棄対策、スラムにおける衛

生環境改善に係る支援等を実施している。 

 

３．事業概要 

（１）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

本事業は、ナイロビ市において、フランチャイズ制の導入を主とする民間業者との連携や、

CBOsとの連携を通じてごみ収集・運搬に係る改善を図ると同時に、ナイロビ市の廃棄物管理

に係る財務管理を改善することにより、ナイロビ市役所の廃棄物管理能力向上を図り、もっ

てナイロビ市の廃棄物運搬・収集サービスの拡大に寄与するものである。 

 

（２）プロジェクトサイト／対象地域名 

ナイロビ市 

 

（３）本事業の受益者（ターゲットグループ） 

ナイロビ市役所 環境局（DoE）及び関係部局（財務局、法務局、公衆衛生局等）の職員 

 

（４）事業スケジュール（協力期間） 

2012年1月～2016年1月を予定（約48ヶ月） 

 

（５）総事業費（日本側） 

約3.3億円 

 

                                                        
2 マスタープランにおいては、①収集運搬計画、②3R・中間処理計画、③最終処分計画、④組織改革・人材育成計画、⑤法制

度改革計画、⑥財務管理計画、⑦民間部門活用促進計画、⑧コミュニティ参加促進計画、の8つの柱を提案している。このう

ち、③については既存のダンドーラ処分場が既にオーバーフローしているため、円借款（ダンドーラ処分場の閉鎖及び新規処

分場の建設等）により支援する計画である。 
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（６）相手国側実施機関 

ナイロビ市役所 環境局及び関係部局（財務局、法務局、公衆衛生局等） 

 

（７）投入（インプット） 

１）日本側 

・専門家派遣（総括／廃棄物管理、廃棄物収集運搬、地域市民組織（CBOs）連携／大衆参

加、財務管理等、約77M/M程度） 

・本邦研修（年2名程度を想定） 

・機材供与（データ記録用PC、査察用車両、他） 

・その他、活動経費 

２）ケニア国側 

・カウンターパートの配置（DoEを主として30名強配置予定） 

・プロジェクトの執務スペース 

・ローカルコスト 

 

（８）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

１）環境に対する影響／用地取得・住民移転 

①カテゴリ分類：C 

②カテゴリ分類の根拠 

本プロジェクトは、現在適切に機能していないナイロビ市の廃棄物管理を改善するこ

とを目的にするキャパシティ・ディベロップメントの活動が主であり、環境に悪影響を

与えることは想定されない。 

２）ジェンダー・平等推進／平和構築・貧困削減 

後述のCBOs連携によるスラム地域の収集・運搬のパイロットプロジェクト実施にあたっ

ては、最貧困層でもあるウェストピッカーへの配慮も検討しつつ、デザインを行うことと

する。また、パイロットプロジェクト実施により女性への不利益がないよう留意する。 

 

（９）関連する援助活動 

１）我が国の援助活動 

ナイロビ市の廃棄物最終処分の改善を目的とする「ナイロビ市廃棄物処分場建設事業」

（円借款）を検討中。本事業では、新規廃棄物処分場の建設、既存処分場の閉鎖、廃棄物

収集運搬車両の供与を予定しており、本件技プロとの相乗効果が期待できる。 

 

２）他ドナー等の援助活動 

特になし。 

 

４．協力の枠組み 

（１）協力概要 

１）上位目標 

ナイロビ市の廃棄物運搬・収集サービスが拡大する。 
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指標 

①廃棄物収集エリアの増大、②フランチャイズ制ゾーンの拡大、③CBOsによる収集地

域の拡大、④大衆参加の拡大3 

２）プロジェクト目標 

ナイロビ市役所の廃棄物管理に係るキャパシティが向上する。 

指標 

①廃棄物収集率の増大、②ナイロビ市全体の廃棄物収集量の増大 

３）成果及び活動 

成果1：CCNの廃棄物収集・運搬に係るキャパシティが向上する。 

指標1-1：廃棄物収集運搬に係るガイドラインの作成 

指標1-2：CCNによる直接収集及び委託契約収集の廃棄物収集量の増大 

指標1-3：廃棄物の違法ダンプサイト数の減少 

活動1-1：現在のCCNによる廃棄物収集・運搬状況を確認する。 

活動1-2：廃棄物収集・運搬の改善計画を作成する。 

活動1-3：改善計画に基づく活動を実施する。 

活動1-4：改善計画に基づく活動をモニタリング・評価・フィードバックする。 

 

成果2：CCNの廃棄物収集・運搬における民間との連携にかかるキャパシティが向上する。 

指標2-1：フランチャイズ制導入のためのガイドライン4の作成 

指標2-2：フランチャイズゾーンにおける廃棄物収集量の増大 

活動2-1：民間のライセンス業者による現在の廃棄物収集・運搬状況を確認・レビュー

する。 

活動2-2：フランチャイズ制の導入及び啓発活動を目的としたパイロットプロジェクト

をデザインする。 

活動2-3：パイロットプロジェクト実施における課題（法的措置、財務分析、ゾーンの

選択、民間業者・CBOsとの調整）を整理する。 

活動2-4：課題解決に対して必要なアクションを整理・実施する。 

活動2-5：パイロットプロジェクトを実施する。 

活動2-6：パイロットプロジェクトをモニタリング・評価し、他ゾーンへの展開に向け

フィードバックする。 

 

成果3：CCNの廃棄物収集・運搬におけるCBOsとの連携にかかるキャパシティが向上す

る。 

指標3-1：CBOs連携にかかるガイドライン5の作成 

指標3-2：パイロットプロジェクト地区における違法ダンプサイト数の減少 

活動3-1：スラム地域における廃棄物収集の課題を確認し、廃棄物収集及び啓発活動を

                                                        
3 CCNは定期的に住民啓発のためのセミナー等の活動を行っており、ここで言う「大衆参加の拡大」は、その参加者の増大を想

定している。 
4 ゾーン設定や料金上限の設定、ゾーン内の財務分析、業者の監督のあり方等の内容を現時点で想定。 
5 住民啓発のあり方、CBOsとのコンサルテーションのあり方、CBOsを活用した収集計画等の内容を現時点で想定。 
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目的としたCBOs連携のパイロットプロジェクトをデザインする。 

活動3-2：CBOs連携による廃棄物収集のパイロットプロジェクト地区を選定し、パイロ

ットプロジェクトのデザインについてコンサルテーションを行う。 

活動3-3：CBOs連携による廃棄物収集のパイロットプロジェクトを実施する。 

活動3-4：パイロットプロジェクトのモニタリング・評価を行い、CBOs連携収集の拡大

に向けた提言を行う。 

 

成果4：DoEの財務管理に係るキャパシティが向上する。 

指標4-1：廃棄物特別会計の財務諸表 

指標4-2：廃棄物管理に係るDoEの財務改善のための提言 

活動4-1：CCNの廃棄物関連活動の収入・支出を確認・レビューする。 

活動4-2：廃棄物特別会計の導入計画を作成する。 

活動4-3：廃棄物特別会計導入計画に基づく活動を実施する。 

活動4-4：廃棄物特別会計の状況をモニターし、会計報告をする。 

活動4-5：会計報告に基づく分析を行い、財務状況改善への提言を行う。 

 

成果5：DoEの課題やロードマップが明確化される。 

指標5-1：廃棄物管理改善に向けた改定ロードマップ 

活動5-1：本プロジェクトにより実施された収集・運搬活動のレビューを行う。 

活動5-2：廃棄物管理に係るCCNのロードマップを改定し、よりよい廃棄物管理に向け

た提言を行う。 

※ プロジェクト開始後3ヶ月を目途にこれら指標のベースライン調査を実施する。 

４）プロジェクト実施上の留意点 

成果2及び成果3のパイロットプロジェクトは、いずれもフィードバック結果を受けて複

数回の実施を行うことを想定している。また、成果4は成果1～3の活動の下支えをおこなう

C/P機関の基盤整備としてプロジェクト目標達成に貢献するものである。加えて成果5はプ

ロジェクト目標達成後の効果の持続拡大への布石として実施する。 

 

（２）その他インパクト 

成果1～3を通じた廃棄物収集・運搬の着実な改善、加えてそれを支える財務管理の向上（成

果4）、そして更なる取組みへのロードマップの整理（成果5）により、ナイロビ市全体の廃棄

物収集・運搬サービスが向上し、市の衛生状態の改善に寄与することが期待される。 

 

５．前提条件・外部条件（リスク・コントロール） 

（１）事業実施のための前提 

・カウンターパートが適切に配置される。 

・ナイロビ市役所がプロジェクト活動予算を確保する。 

 

（２）成果達成のための外部条件 

民間セクター及びCBOsが、ナイロビ市役所の廃棄物収集・運搬活動に協力する。 
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（３）プロジェクト目標達成のための外部条件 

廃棄物管理に対して、ナイロビ市役所が十分な予算を配置する。 

 

（４）上位目標達成のための外部条件 

・地方分権化後のカウンティー制導入6後もナイロビ市の組織構造が大きくは変動しない。 

・ケニア政府の廃棄物に対する政策が大きく変化しない。 

 

６．評価結果 

本事業は、ケニア国の開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致しており、また計

画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 

 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用 

JICAが開発調査、無償資金協力、専門家等を通じた支援を行ったラオス・ビエンチャンの廃棄

物管理の事例7においては、不明瞭な民間委託政策が課題として認識されている。本プロジェクト

においては、JICAが支援した改定マスタープランの結果に基づき、成果1及び成果2において明確

な方針に基づいて民間との連携を図り、効果的な収集・運搬システムを構築する予定である。 

 

８．今後の評価計画 

（１）今後の評価に用いる主な指標 

４．（１）のとおり。 

 

（２）今後の評価計画 

事業開始6ヶ月以内 ベースライン調査 

事業中間時点 中間レビュー 

事業終了6ヶ月前 終了時評価 

事業終了3年後 事後評価 

 

                                                        
6 2010年8月の憲法改正では、地方分権化を大きな柱としており、47のCounty政府に権限を委譲することが決まっている。ナイ

ロビ市については、ナイロビCountyにそのまま移行する予定であり、組織構造等大幅な変更は予定されていない。 
7 詳細は、調査研究報告書「開発途上国廃棄物分野のキャパシティ・ディベロップメント支援のために」を参照。 
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第１章 詳細計画策定調査の概要 
 

１－１ 要請の背景 

ケニア共和国（以下、「ケニア」と記す）の首都であるナイロビ市の人口は2009年の304万人か

ら2030年には594万人まで増加が見込まれ、それに伴って廃棄物の発生量が2009年の1,848トン/日

から2030年には3,990トン/日まで増加することが見込まれている（「ナイロビ市総合的廃棄物管理

計画に係る協力プログラム準備調査最終報告書要約」平成22年10月）。現在、排出される廃棄物の

うち約半分は市内の様々な場所で不法投棄され、残りが最終処分場に運搬されている。しかし、

この処分場は既に容量50万m3を超えて拡大（既に180万m3）していることに加え、オープンダンピ

ングのため、土壌汚染、悪臭などによって周囲の衛生環境は劣悪なものとなっている。また、廃

棄物管理体制も十分ではなく、特に低所得者居住地域での収集・運搬が不十分であることから、

都市衛生上の大きな問題となっている。したがって、新規廃棄物処分場を建設するとともに、適

正な廃棄物管理体制を確立することが急務となっている。 

我が国は、1996年から1998年にかけて、開発調査「ナイロビ市廃棄物管理計画調査」を実施し、

収集・運搬、減量化・リサイクル、最終処分計画からなるマスタープラン策定を支援するととも

に、組織・法制度整備や民間活力導入など組織・財政面からの提言や廃棄物収集運搬システムの

改善に係る提言を行った。これに基づき、ナイロビ市役所により環境条例の制定や、人件費削減

を含む組織改編等、一部の取り組みが行われたが、資金確保の問題等もあり、最終処分場建設や

廃棄物収集運搬システムの改善等、実現していないものが多く残っている。 

その後、国連環境計画がナイロビ川流域の環境改善を目的とした支援を一部実施し、ナイロビ

川流域の環境改善を目的とした「ナイロビ川流域改善プログラム」が取りまとめられた。廃棄物

の不法投棄やナイロビ川流域に複数存在するスラムからの廃棄物の排出がナイロビ川の汚染につ

ながっていることも明らかになり、上記プログラムはナイロビ市総合的廃棄物管理の必要性にも

言及している。こうした背景もあり、ケニア政府は、日本政府に対し、再度マスタープランを現

状に合わせて改定することに加え、最終処分場の建設等の支援を要請した。 

ケニア政府の要請を受け、JICAは「ナイロビ市統合的廃棄物管理計画に係る協力プログラム準

備調査」を2009年から2010年にかけて実施し、マスタープランの改定に係る支援を行った。改定

マスタープランにおいては、8つのプログラムを提案している。それらは、①収集運搬計画、②3R・

中間処理計画、③最終処分計画、④組織改革・人材育成計画、⑤法制度改革計画、⑥財務管理計

画、⑦民間部門活用促進計画、⑧コミュニティ参加促進計画であり、ドナーの支援を通じた最終

処分場の建設及び既存処分場の閉鎖を行い、あわせて総合的な廃棄物管理のキャパシティ・ディ

ベロップメントを、民間部門の活用やコミュニティの巻き込みを行いつつ実施するものである。

また、これらのなかでは、効率的なサービスの提供を意図した既存の廃棄物管理部署の公社化や、

廃棄物特別会計の導入などの柱も提案している。 

この改定マスタープランの結果を受け、ケニア政府は「ナイロビ市廃棄物管理能力向上プロジ

ェクト」（技術協力プロジェクト）の要請を我が国に提出した。 

 

１－２ 調査団派遣の経緯と目的 

ケニア側は、本技術協力プロジェクトの要請に加え、「ナイロビ市廃棄物処分場建設事業」（円

借款）の要請も我が国に提出している。ナイロビ市における廃棄物の課題解決のためには、技術
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協力プロジェクトを通じたキャパシティ・ディベロップメントの支援のみならず、円借款を通じ

たハードの支援も重要であり、双方を考慮したプログラムを構成すべく、2次にわたる詳細計画策

定調査を実施した。 

第1次の調査は、2011年1月22日～2月4日に行った。第1次の調査においては、改定マスタープラ

ンにおいてケニア側に提言している事項の対応状況の確認、ケニア側の現状のキャパシティの判

断（どこまでプログラムを実施できるかの見極め）、それに基づく今後の取り組み方針の絞り込み

を行うことを目的として実施した。 

第2次の調査は、2011年8月6日～20日に行った。この調査においては、第1次調査での絞り込み

結果をもとに、当面技術協力プロジェクトで対応すべきキャパシティ・ディベロップメントの内

容を協議し、プロジェクトのデザインを策定・合意することを目的として実施した。加えて、8つ

のプログラムに関する今後の取り組み方針について協議を行い、ロードマップとして整理を行っ

た。 

 

１－３ 調査団の構成 

＜第1次詳細計画策定調査＞ 

担当分野 氏 名 所 属 

団長 鎌田 寛子 JICA国際協力専門員 

廃棄物計画 伊藤 民平 JICA地球環境部 環境管理第二課 

協力企画 大浦 大輔 JICAアフリカ部アフリカ第一課 

 

＜第2次詳細計画策定調査＞ 

担当分野 氏 名 所 属 

団長 鎌田 寛子 JICA国際協力専門員 

有償設計 大浦 大輔 JICAアフリカ部アフリカ第一課 

技協設計 伊藤 民平 JICA地球環境部 環境管理第二課 

 

１－４ 調査日程 

＜第1次詳細計画策定調査＞ 

月日  行程 

1/22 土 成田発 

1/23 日 ナイロビ着、団内打合せ 

1/24 月 地方自治省、ナイロビ市役所、JICAケニア事務所との協議 

1/25 火 サイト視察（ダンドーラ処分場、Ruai、Kayole、市内のごみ収集状況） 

1/26 水 ナイロビ市役所、地方自治省、GIZとの協議 

1/27 木 ナイロビ市役所、AFDとの協議 

1/28 金 世銀、ナイロビ市役所、UNEP、UNHABITATとの協議 
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1/29 土 ナクル廃棄物処分場視察 

1/30 日 ミニッツ案作成 

1/31 月 Athi Water Service Board、クトカネットワーク（NGO）、ナイロビ市役所との協議

2/1 火 地方自治省／ナイロビ市役所、財務省との協議 

2/2 水 ミニッツ署名、在ケニア日本国大使館報告 

2/3 木 
ナイロビ市役所、財務省PPPユニットとの協議、JICAケニア事務所報告、ナイロ

ビ発 

2/4 金 成田着 

 

＜第2次詳細計画策定調査＞ 

月日  行程 

8/6 土 成田発 

8/7 日 ナイロビ着、団内打合せ 

8/8 月 地方自治省、ナイロビ市役所、JICAケニア事務所との協議 

8/9 火 国家環境管理公社、Athi Water Service Board、F/Sチームとの協議 

8/10 水 ステアリング・コミッティー協議、ナイロビ市役所助役との協議 

8/11 木 ナイロビ市役所とのPDM協議 

8/12 金 ナイロビ市役所とのPDM協議 

8/13 土 ミニッツ作成 

8/14 日 ミニッツ作成 

8/15 月 ナイロビ市役所とのミニッツ協議 

8/16 火 ナイロビ市役所との協議 

8/17 水 地方自治省との協議、ナイロビ市役所との協議 

8/18 木 ミニッツ署名、在ケニア日本国大使館報告 

8/19 金 JICAケニア事務所報告、F/Sチームとの協議、ナイロビ発 

8/20 土 成田着 

 

１－５ 主要面談者 

＜ケニア側＞ 

（１）地方自治省 

Prof. Karega Mutahi Permanent Secretary 

Mr. Enosh Onyango Director, Urban Development Department（UDD） 

Ms. Evelyne Ndetei Engineer, UDD 

Ms. Mary Owino Senior Deputy Secretary 

Mr. Peter Eregei Deputy Secretary 
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（２）財務省 

Mr. Jackson Kinyanjui Director, Department of External Resources（DER） 

Ms. Dorothy Kimeu Deputy Secretary/Head, Asia Pacific Division, DER 

Mr. Samuel Onyango Head of Disbursement, DER 

 

（３）ナイロビ市役所（City Council of Nairobi：CCN） 

Mr. Philip Kisia Town Clerk 

Mr. A. J. Owuor Director, Legal Affairs 

Mr. Isaac Muraya Acting Director of Environment（DOE） 

Mr. S. Ndungu Mwangi Deputy Director, Parks and Open Spaces, DOE 

Mr. David M. Kigo Chief of Environment Officer, Final Disposal, DOE 

Mr. Wilson K. Matitim Environment Officer, DOE 

Ms. Margaret Kariuki Environment Officer, DOE 

Mr. Paul Kamau Environment Officer, DOE 

 

（４）国家環境管理公社（National Environmental Management Authority：NEMA） 

Mr. Zephania O. Ouma Deputy Director of Compliance 

 

（５）Athi Water Service Board 

Eng. Malaquen Milgo Chief Executive Officer 

Eng. John M. Muiruri Chief Manager of Infrastructure Development 

 

＜その他＞ 

（１）ドイツ国際協力公社（Deutsche Gesellschaft für Internationale Zusammenarbeit：GIZ） 

Mr. Malaquen Milgo Component Leader 

 

（２）フランス開発庁（L'Agence Française de Développement：AFD 

Ms. Anthea Manasseh Programme Officer 

Ms. Nyokabi Gitahi Programme Officer 

 

（３）世界銀行（World Bank） 

Mr. Andreas Rhode Sanitary Engineer 

 

（４）国連人間居住計画（United Nations Human Settlements Programme：UNHABITAT） 

Mr. Matteo Cinquemani Programme Officer 

 

（５）国連環境計画（United Nations Environment Programme：UNEP） 

Mr. Henry O. Ndede Coordinator 
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＜日本側＞ 

（１）在ケニア日本国大使館 

松浦 宏 二等書記官 

 

（２）JICAケニア事務所 

加藤 正明  所 長 

河澄 恭輔  次 長 

井上 陽一 所 員 

Mr. John N.. Ngugi Senior Programme Officer 
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第２章 廃棄物セクターの現状 
 
２－１ ナイロビ市における廃棄物セクターの現状 

ナイロビ市における廃棄物セクターの現状については、改定マスタープランを作成した際の報

告書「Preparatory Survey for Integrated Solid Waste Management in Nairobi City in the Republic of 

Kenya：Final Report（October 2010）」に詳しいが、以下に概要を記載する。 

 

（１）廃棄物に係る国家開発戦略 

2008年から2030年を対象とした長期の国家開発戦略“Vision 2030”は、経済、社会、政治の三

本柱から構成される。経済については、「産業化を通じた年間10％平均の経済成長率の維持」

を、社会については「清潔で安全な環境のある公正で公平な社会の構築」を、そして政治に

ついては「課題達成型で法を遵守し、個人の権限と自由を守る民主的政治システムの確立」

を目標として掲げている。廃棄物管理に関連する事項は、社会の柱の目標を達成するための

手段の一つであり、この戦略の第一次中期戦略（2008～2012年）では2012年までに5つの自治

体において廃棄物管理システムを構築することを目標として掲げている。ナイロビ市におけ

る廃棄物管理システム構築は、なかでも最重要プロジェクト（Flagship Project）の一つとして

位置づけられている。 

 

（２）廃棄物に関係する法制度 

1999年に制定された環境管理及び調整法（Environmental Management and Co-ordination Act）

では、第3条において、すべてのケニア国民は清潔で安全な環境への権限を有し、環境天然資

源省は同環境を提供するための政策、基準等を制定する権利を有することを規定している。

また、第87条において、廃棄物収集・運搬及び最終処分を行おうとする場合には国家環境管

理公社からライセンスを得なければならないことを規定している。 

環境管理及び調整法を補足するために、 2006年に制定された廃棄物管理基準（The 

Environmental Management and Co-ordination（Waste Management）Regulations 2006）では一般

廃棄物に関して、公共の場での廃棄物の投棄禁止、廃棄物発生量の削減努力、廃棄物の分別

と地方自治体が定めた処分施設での処分の義務、廃棄物処分施設や運搬者の業務許可証の発

行方法や業務内容について規定している。規定によると一般廃棄物の運搬者は年間で許可申

請費用3,000KShと許可証5,000KShの合計8,000KShを負担することとなる。また産業、医療、

有害廃棄物の処分の義務等について規定している。 

公共保健法（Public Health Act Cap.242）116条では、地方自治体が管轄区域を清潔で衛生的

な環境を保持し、Nuisancesを防止する責任を有すると規定しており、地方自治法（Local 

Government Act Cap.265）においても第160条で地方自治体が管轄区域内の廃棄物管理のサービ

スを提供する権利を有し、第264条で料金の徴収を行うことができると規定している。 

ナイロビ市の廃棄物管理に関する法として、ナイロビ市廃棄物管理条例（City Council of 

Nairobi（Solid Waste Management）By-Laws 2007）が制定されており、ナイロビ市役所による

廃棄物管理計画策定の義務、廃棄物の区分ごとの管理に係る義務・罰則金、廃棄物運搬・処

分業者の登録、廃棄物処理に係る料金徴収等を定めている。 
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（３）廃棄物管理に関係する組織 

１）環境天然資源省 

環境天然資源省は「国家開発のため、環境及び天然資源の持続的な管理、保全、保護の

促進」をビジョンとして掲げ、環境管理及び調整法に基づきケニア国内の環境に関する活

動や事項を監督する義務を負う。4つの局（鉱山・地質局、資源探査・リモートセンシング

局、ケニア気象局、環境総局）から構成され、廃棄物管理は環境総局（Environment Directorate）

の管轄である。環境総局のもとには、国家環境管理公社（National Environmental Management 

Authority：NEMA）が設置されており、廃棄物管理基準をはじめとする環境に関連する法律

や基準の監督及び調整、政策の実施を担う。7つの局から構成され、廃棄物管理基準の監督

はコンプライアンス及び執行局（Compliance and Enforcement Department）が担当する。同

局は約20名で構成され、人員不足からケニア全国のEIA、廃棄物業者の許可証発行手続きの

従事にとどまっており、許認可のない廃棄物業者の特定・排除等、廃棄物管理基準の遵守

の執行までには至っていない。 

２）ナイロビ市役所 

ナイロビ市役所は1952年に設立され、地方自治法に基づきナイロビ市において基礎教育、

住宅、保健、給水・下水、廃棄物管理、都市交通、防火など基礎的な社会インフラサービ

スの提供を行う（組織図は、図1を参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ ナイロビ市役所の組織図 

 

廃棄物管理については、環境局が所掌している。環境局は管理課と3つの事業課（廃棄物

課、公園・公共スペース課、環境管理計画課）からなり、2010年4月時点で860人の人員が

配置されている（管理課107名、廃棄物課495名、公園・公共スペース課140名、環境管理計
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画課118名）。環境局の4課構成は、JICAが支援したマスタープランの提言にそって組織改革

が行われたものである。 

廃棄物管理に関係する環境局の業務としては、 

・市の環境委員会で作成された政策の実施 

・公共スペースの美化、公共衛生及び環境の保全、廃棄物の収集・運搬・処分の実施 

・廃棄物排出者の活動の監視及び管理 

・廃棄物サービスに従事する民間企業の監視及び管理 

・廃棄物管理に関する法制度の施行 

などが挙げられる。 

 

廃棄物課の業務は、 

・廃棄物収集、運搬 

・病院等からの医療廃棄物収集 

・道路及び道路脇溝の清掃 

・排水溝等の清掃 

・し尿回収 

・動物の死体処理 

・廃棄物処分 

・ごみ箱の配布 

などである。廃棄物課は9つの行政区に分けられた市内のそれぞれの地域を担当するグルー

プから構成されている。 

 

（４）ナイロビ市における廃棄物管理の現状 

ナイロビ市における廃棄物の発生量は一人1日当たり0.302～0.674kgであり、2009年現在、

市全体では1,848トン/日と推定される。家庭ごみ71％、商業ごみ24％、市場ごみ・道路ごみ5％

の内訳である。組成としては、厨芥ごみ、紙、プラスチックが多く、家庭ごみは厨芥が平均

60％を超える割合で含まれる。ごみの水分、可燃分、灰分は69.7％、26.8％、3.5％であり、都

市廃棄物中の厨芥の混入率が高いことで水分が高くなっている。 

ごみ収集率は、現在ナイロビ市でおよそ33％程度であり、ナイロビ市役所による直接収集、

ナイロビ市役所から委託を受けた業者による収集（契約業者）、そして民間業者による独自収

集として、ライセンスを持った業者（ライセンス業者）による収集に加え不法に行う業者が

存在する。ナイロビ市役所はこれらの業者を管理できておらず、行政側の執行・管理能力が

欠けている。 

現在の廃棄物管理サービスのための区域分けは廃棄物課の体制で記述したとおり、行政区

分にしたがったゾーニングを取っており、高所得地域の料金収入を低所得地域のサービス拡

充のために組み入れる内部補助体制の概念が取り入れられていない。民間のライセンス業者

はそれぞれのゾーンで独自の料金設定をしている。概して、これらのライセンス業者は中高

所得地区におけるサービスを提供しており、低所得地区は取り残されている。 

民間ライセンス業者や契約業者は概してサービス拡充に必要となる財政的な基盤が脆弱で

あり、収集車両の更新や拡大のための投資の確保ができていない。一方、ナイロビ市の予算
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についても同様に予算不足であり、限られた予算の中で、ごく一部の収集を民間に委託して

いる状況である。したがって、車両故障に対する修理やスペアパーツの確保なども十分な対

応ができていない。 

現在の最終処分場（ダンドーラ）は、市の中心部から北東方向に約7.5kmの位置にあり、1981

年から埋立を開始したオープンダンピング方式の処分場である。面積は46haにわたって広が

るが、その中には私有地も含まれている。現在の処分場の周辺は、東西に民家が存在し、南

側には学校が隣接、そして北側はナイロビ川に接している。処分場の容量50万m3に対して、

これまでに180万m3もの廃棄物が持ち込まれており、悪臭、土壌汚染、ガスの発生・引火によ

る火災等により周囲の環境は劣悪なものになっている。民間委託された埋立作業用の重機が3

台稼働しているものの、覆土は実施されていない。処分場ではウェストピッカーが多数活動

しているが（1,200～1,500名と推定される）、彼らの健康への悪影響に加え、彼らの活動が埋

立作業の効率性の妨げにもなっている。 

ごみのリサイクルについては、ウェストピッカー、廃棄物収集作業員、廃品回収業者、仲

買人などの活動を通じて行われている。確認されている収集車両は256台あり、各2～3名の作

業員による収集が行われている。ナイロビには14のリサイクル業者／工場が登録されており、

金属スクラップ、ガラス、プラスチック、紙などがリサイクルにまわっている。これらに加

え、有機ごみを利用した堆肥化もコミュニティグループ等を通じて行われている。総じて、

資源ごみの回収量としては約5％程度と推計される。なお、これらは行政の関わりによるもの

ではない。 

 

（５）改定マスタープランにおける提案 

こうしたナイロビ市の現状に対する提案として、改定マスタープランでは、技術的アプロ

ーチ、制度的・財政的アプローチとして以下のプログラムを提案している。 

１）技術的アプローチ 

・プログラム1：収集運搬計画 

・プログラム2：3R及び中間処理計画 

・プログラム3：最終処分計画 

２）制度的・財政的アプローチ 

・プログラム4：組織改革及び人材開発計画 

・プログラム5：法制度改革計画 

・プログラム6：財務管理計画 

・プログラム7：民間部門活用促進計画 

・プログラム8：コミュニティ参加促進計画 

プログラム1では収集・運搬の改善にあたり、収集ゾーン区分を現在の行政区分から、内部

補助体制が機能する新たなゾーン分類に整理している。この新たなゾーンにおける収集は、

基本的に民間の活力を活用する収集・運搬を想定しており、新たにフランチャイズ制の導入

による収集・運搬を提案している。フランチャイズ制とは、あるゾーンの中における収集・

運搬（料金徴収を含む）の権利を特定の民間業者に独占的に与え、サービスを提供する仕組

みである。受注した業者は徴収した料金の一部を支払うほかは、自らのサービス提供等に使

用することができる。 
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プログラム2では、3Rに係る計画の策定のあと、コンポストの導入や有価物等回収施設の導

入、それらを通じた最終処分量の減量を提案している。 

プログラム3では、ドナーの資金を活用したダンドーラ最終処分場の閉鎖、新規処分場の建

設を提案している。 

プログラム4においては、現在の非効率的なナイロビ市役所のシステムを大幅に改善するた

め、廃棄物管理公社の導入と、それに付随する廃棄物管理特別会計の設置を提案している。

ケニアにおいては、水セクターにおける公社化の成功事例があり、廃棄物セクターにおいて

も同様の公社化を通じた効率的な運営への改善をめざした提案となっている。 

プログラム5においては、ナイロビ市廃棄物管理条例のモニタリング・施行の改善や、公社

化、特別会計導入、フランチャイズ制導入に係る法整備などの点に触れている。 

プログラム6では、廃棄物管理のための原価計算制度の導入、料金徴収制度の改定などを通

じた健全な財政基盤の構築に向けた提案をしている。 

プログラム7では、フランチャイズ制等を踏まえた官民パートナーシップの構築や、業者の

モニタリング等のあり方について言及している。 

プログラム8では環境教育やコミュニティ参加促進、CBOとの連携を通じた一次収集の導入

などを提案している。 

 

これらの概要をまとめると、①ごみ収集・運搬について、フランチャイズ制を導入しつつ、

民間や市民（CBOs）の協力を得つつ改善を図り、②中間処理・分別についてはコンポスト等

の導入による段階的なリサイクル率の向上をめざし、③最終処分については既存処分場の閉

鎖及び新規処分場の建設を行い、④そして、環境局自らも廃棄物管理公社の導入や特別会計

の設置という新しい形で効率化を図ることをめざしている。（図2参照：改定マスタープラン

におけるプログラムのバーチャート） 
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図２ 改定マスタープランにおける提案プログラム（その 1） 
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図２ 改定マスタープランにおける提案プログラム（その 2） 
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（６）詳細計画策定調査を踏まえた本プロジェクトのフォーカス 

現在のナイロビ市役所の体制やキャパシティを考慮した場合、前記①～④のいずれの要素

についても難易度が高いため、喫緊の課題を取捨選択し、優先順位づけをした段階的取り組

みが必要である。 

第1次詳細計画策定調査においては、これらのうち喫緊の課題として、国家開発戦略“Vision 

2030”の最重要プロジェクトの一つに位置づけられているダンドーラ最終処分場の閉鎖及び

新規処分場の建設に加えて、現在33％程度といわれているごみ収集サービスを拡大し、適切

に処理することを優先的に実施すべきものとしてケニア側と合意した。なお、最終処分場の

閉鎖及び建設は円借款による支援を想定し、ごみ収集サービスの拡大は技術協力プロジェク

トにより支援を行う。後者については、ごみ収集サービスの改善に必要となる財務管理（特

別会計の導入含む）と、収集サービスにかかわる民間業者及びCBOsとの連携に取り組むこと

でケニア側と合意した（付属資料1参照）。 

第2次詳細計画策定調査においては、上述の優先課題も含めた8つのプログラムの取り組み

方針について図3のとおりロードマップとして整理し、ケニア側と確認した。加えて、技術協

力プロジェクトのデザインについて協議を行い、①ナイロビ市役所による直接収集の改善、

②フランチャイズ制に基づく収集の導入、③CBOs連携によるスラム地域等の収集の改善、④

特別会計導入を通じた財務管理の改善を主な成果として、ナイロビ市役所のキャパシティ向

上に取り組むことで合意した（付属資料2参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ ナイロビ市廃棄物管理のロードマップ 

Targets of each stage

Long‐Term

●Systematic and proper collection & 
transportation：①

●Collaboration with private 
sectors/CBOs for collection & 
transportation：⑦⑧
●Sound financial management (SWM 
Cost accounting system / Special  

Account)：⑥
●Final disposal improvement 
(Ruai/Urgent improvement plan)：③

③Final Disposal/O&M

●Proper O&M of Final landfill 
site/Closure of Dandora：③

●Preparation for establishment of 
SWMPC：④⑤
●Expansion of franchise system ：①⑥
⑦
●Expansion of collection area through 

CBOs collaboration：①⑥⑧
●Establishment of 3R task team and 
awareness raising program：②⑧

⑥Financial Management

●Implementation of solid waste 
management by SWMPC：①③④⑤
●Promotion of 3R activities and 
awareness raising：②⑧
●Steady increase in waste 
collection：①⑥⑦⑧

①Collection & Transportation

②3R/Intermediate treatment

⑦Private Sector Involvement

⑤Legal & Institutional Reform

⑧Community Participation

④Organization restructuring /HRD

Mid‐TermShort‐Term

Roadmap
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２－２ 関連ドナーの取り組み 

UNEPは上述のとおり、ナイロビ川流域の環境改善を目的とした支援を一部実施し、「ナイロビ

川流域改善プログラム」が取りまとめられた。廃棄物の不法投棄やナイロビ川流域に複数存在す

るスラムからの廃棄物排出がナイロビ川の汚染につながっていることから、上記プログラムのサ

ブコンポ―ネントに総合的廃棄物管理計画策定が含まれている。 

UNHABITATは、スラムの人々の生活改善を目的としたKENSUP（Kenya Slum Upgrading 

Programme）を実施している。キベラスラム、コロゴチョスラム等をターゲットにしたプログラム

の中には廃棄物のコンポーネントも含んでいる。 

AFDはモンバサとナクルにおいて最終処分場の建設等の支援を実施中である。衛生埋立処分場

建設に向けた調査を実施しているが、EIAの取得等で時間を要しているとの情報がある。 
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第３章 プロジェクト概要 
 
３－１ プロジェクトの基本計画 

以下のプロジェクト内容について合意を得た。詳細は付属資料3（Memorandum of Understanding）

を参照。 

 

（１）プロジェクト名 

英文名称：The Project for Capacity Development of Solid Waste Management of Nairobi City 

和文名称：ナイロビ市廃棄物管理能力向上プロジェクト 

 

（２）プロジェクト期間 

4年間（2012年3月開始予定） 

 

（３）プロジェクト関係機関 

１）C/P機関：ナイロビ市役所環境局及び関係部局（財務局、法務局、公衆衛生局等） 

２）関係機関：地方自治省、国家環境管理公社、財務省 

 

（４）プロジェクトサイト 

ナイロビ市 

 

（５）プロジェクトの上位目標 

ナイロビ市の廃棄物運搬・収集サービスが拡大する。 

 

（６）プロジェクト目標 

ナイロビ市役所の廃棄物管理に係るキャパシティが向上する。 

 

（７）成果及び活動 

１）成果1 

ナイロビ市役所の廃棄物収集・運搬に係るキャパシティが向上する。 

＜活動＞ 

1-1 現在のナイロビ市役所による廃棄物収集・運搬状況を確認する。 

1-2 廃棄物収集・運搬の改善計画を作成する。 

1-3 改善計画に基づく活動を実施する。 

1-4 改善計画に基づく活動をモニタリング・評価・フィードバックする。 

 

２）成果2 

ナイロビ市役所の廃棄物収集・運搬における民間との連携に係るキャパシティが向上す

る。 

＜活動＞ 

2-1 民間のライセンス業者による現在の廃棄物収集・運搬状況を確認・レビューする。 
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2-2 フランチャイズ制の導入及び啓発活動を目的としたパイロットプロジェクトをデザ

インする。 

2-3 パイロットプロジェクト実施における課題（法的措置、財務分析、ゾーンの選択、

民間業者・CBOsとの調整）を整理する。 

2-4 課題解決に対して必要なアクションを整理・実施する。 

2-5 パイロットプロジェクトを実施する。 

2-6 パイロットプロジェクトをモニタリング・評価し、他ゾーンへの展開に向けフィー

ドバックする。 

 

３）成果3 

ナイロビ市役所の廃棄物収集・運搬におけるCBOsとの連携に係るキャパシティが向上す

る。 

＜活動＞ 

3-1 スラム地域における廃棄物収集の課題を確認し、廃棄物収集及び啓発活動を目的とし

たCBOs連携のパイロットプロジェクトをデザインする。 

3-2 CBOs連携による廃棄物収集のパイロットプロジェクト地区を選定し、パイロットプ

ロジェクトのデザインについてコンサルテーションを行う。 

3-3 CBOs連携による廃棄物収集のパイロットプロジェクトを実施する。 

3-4 パイロットプロジェクトのモニタリング・評価を行い、CBOs連携収集の拡大に向け

た提言を行う。 

 

４）成果4 

環境局の財務管理に係るキャパシティが向上する。 

＜活動＞ 

4-1 ナイロビ市役所の廃棄物関連活動の収入・支出を確認・レビューする。 

4-2 廃棄物特別会計の導入計画を作成する。 

4-3 廃棄物特別会計導入計画に基づく活動を実施する。 

4-4 廃棄物特別会計の状況をモニターし、会計報告をする。 

4-5 会計報告に基づく分析を行い、財務状況改善への提言を行う。 

 

５）成果5 

環境局の課題やロードマップが明確化される。 

＜活動＞ 

5-1 本プロジェクトにより実施された収集・運搬活動のレビューを行う。 

5-2 廃棄物管理に係るナイロビ市役所のロードマップを改定し、より良い廃棄物管理に

向けた提言を行う。 

 

（８）投入 

１）日本側 

・専門家派遣（総括／廃棄物管理、廃棄物収集運搬、CBOs連携／大衆参加、財務管理等、
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約77MM程度） 

・本邦研修（年2名程度を想定） 

・機材供与（データ記録用PC、査察用車両ほか） 

・その他、活動経費 

２）ケニア側 

・C/Pの配置（環境局を主として30名強配置予定） 

・プロジェクトの執務スペース 

・ローカルコスト 

 

３－２ プロジェクトに対する事前評価（5項目評価） 

（１）妥当性 

本プロジェクトは以下の理由から妥当性が高いと判断できる。 

・国家開発計画として2008年に発表された「Vision 2030」では、三本柱の一つである「社会」

分野で「衛生的かつ安全な環境で人々が住め、平等で、公正、結束力のある社会」の実現

をめざしている。そのなかで、持続可能な経済成長のために環境保全が重要視され、都市

部における汚染対策及び廃棄物管理体制の改善が必要とされている。特に、ナイロビ市の

既存最終処分場の閉鎖、新規最終処分場の建設及び廃棄物管理体制の確立は最優先事業と

して位置づけられており、本プロジェクトはケニアの開発政策に合致するものである 

・我が国の対ケニア国事業展開計画では、「環境保全」を援助重点分野の一つとしており、「環

境管理能力向上」を開発課題として掲げている。そのなかの「環境管理能力向上プログラ

ム」は、都市化等による環境の劣化が深刻化する地域における環境管理能力の向上を目的

としており、本プロジェクトは同プログラムに位置づけられることから、日本政府の援助

方針と合致する。 

 

（２）有効性 

本プロジェクトは、ナイロビ市役所環境局のキャパシティ向上を、ごみ収集・運搬に焦点

を当てて実施するものであるが、ナイロビ市役所による収集運搬の改善（成果1）、民間企業

を巻き込む収集運搬の改善（成果2）、CBOsと連携した収集運搬の改善（成果3）を行うことで

ナイロビ市におけるごみ収集運搬が総合的に改善される。加えて環境局の財務改善（成果4）

を行うことで、収集運搬活動を支える土台の強化を図るものである。プロジェクト目標はこ

れらの成果レベルの改善を通じて達成することが期待できることから、有効性が見込める。 

 

（３）効率性 

本プロジェクト開始以前に、「ナイロビ市廃棄物管理計画調査（1998年8月）」及び「ナイロ

ビ市統合的廃棄物管理計画にかかる協力プログラム準備調査（2010年10月）」を通じて、ナイ

ロビ市環境局に対して廃棄物管理に係るマスタープラン作成の支援を実施している。これら

の調査を通じてC/P機関の主体者意識は高まっているのみならず、調査の提言を自ら一定程度

実施している。加えて、これらの調査にかかわったC/Pは引き続きプロジェクトでもC/Pとし

てかかわることが決まっており、技術移転活動における効率性が見込まれる。 
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（４）インパクト 

本プロジェクトを通じて、対象地域において民間やCBOsの巻き込みを図りつつ、廃棄物収

集の具体的な改善を行い、市役所のキャパシティ向上が達成されたあかつきには、対象地域

の拡大及び財務状況の改善による、廃棄物運搬・収集サービスが拡大することが期待できる。 

 

（５）自立発展性 

１）政策・制度面 

上述のとおり、「Vision 2030」においてナイロビ市の既存最終処分場の閉鎖、新規最終処

分場の建設及び廃棄物管理体制の確立は最優先事業として位置づけられおり、政策的な観

点からの持続性は担保されている。 

２）組織・財政面 

最終処分場の閉鎖及び新設のための円借款フィージビリティ調査（Feasibility Study：F/S）

の報告書によれば、ナイロビ市役所の自己収入（中央政府からの補助金等を除いたもの）

は、2006年以降の記録ではコンスタントに増加している。収支については、2009年度、マ

イナスに転じたものの、それ以外の年度はプラスで推移している（表1参照）。プロジェク

トにおいては、収集運搬活動を財務面から強固にするため、特別会計の設置をはじめとし、

財務管理の改善に対する支援を行う予定である。これらの措置を通じ財務状況の一定の改

善が見込まれる。 

 

表１ ナイロビ市役所の財務実績表 
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３）技術面 

本プロジェクトを通じて導入予定のフランチャイズ制やCBOs連携による収集は、2010年

に作成を支援した改定マスタープランにおいて、PPPPスキーム（Public-Private-People 

Partnership）として広くC/Pの中で定着している手法である。本プロジェクトでは、このPPPP

スキームの具現化として、民間（Private）との連携（成果2）、CBOs（People）との連携（成

果3）に取り組みつつ、収集運搬の改善を図るものであり、既に広く受容されている手法で

ある。 

 

３－３ 団長所感 

ナイロビ市の廃棄物事業については、序文にも記載されているが、1997年から1998年にかけて

マスタープランを作成したものの、ナイロビ市の財政悪化など諸般の事情により作成された計画

が実効されないままになっていたが、ナイロビ川の改善計画の一環としてナイロビ市が再度、JICA

に対し廃棄物管理計画の作成を要請してきたため、2009～2010年にかけて再度、マスタープラン

を作成した経緯がある。また、このマスタープランを受けてF/Sも同時に実施することとしており、

JICAとしては引き続きナイロビ市の廃棄物事業の支援を行う予定である。 

一方、施設の整備が完了しても、それらの施設を適切に維持管理できなければ、その施設整備

の効果が発現しないことから、まずナイロビ市職員を対象に今回、廃棄物管理能力向上プロジェ

クトを実施することとし、そのため詳細計画策定調査を行ったものである。いうまでもなく、ナ

イロビ市の廃棄物管理能力を向上させるためには、ナイロビ市の担当職員はもとよりナイロビ市

の上層部や地方自治省、住民、民間企業など多くの関係者の理解と協力が必須となる。したがっ

て、今後の技術協力プロジェクト実施にあたっては、直接のC/Pのみならず、これらのステークホ

ルダーとの密接な意見交換などを通じて彼らの協力を仰ぎ、事業の遂行にあたることを強く要望

するものである。 

 

３－４ その他 

（１）円借款との相乗効果 

ナイロビ市における廃棄物管理の改善にあたっては、２－１（５）及び（６）で記述して

いるとおり、円借款等によるハードの整備と、プロジェクトによるナイロビ市をはじめとす

るアクターのキャパシティ向上が必須である。円借款の要請には、収集運搬車両の調達も含

まれており、本プロジェクトを通じた収集・運搬活動の改善に対して、大きな相乗効果が見

込まれるものである。プロジェクトのデザインそのものは、円借款がなくとも実施可能な形

になっているものの、実際に案件を実施する段階では、双方の相乗効果を意識した運営が求

められる。 

 

（２）地方分権化 

2010年8月の憲法改正では、地方分権化を大きな柱としており、47のカウンティー（County）

政府に権限を委譲することが決まっている。ナイロビ市については、ナイロビCountyにその

まま移行する予定であり、組織構造等大幅な変更は予定されていないが、詳細についてはプ

ロジェクト実施中にモニタリングを行う必要がある。 



付 属 資 料 

 

１．Minutes of Discussion（2011年2月2日署名）  

 

２．Minutes of Discussion（2011年8月18日署名）  

 

３．Memorandum of Understanding（2011年11月22日署名）  
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